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論 文 内 容 の 要 旨
１　本論文の目的
　今世紀にはいり、世界経済のなかで新興国経済が急速に台頭する一方、先進諸国経済は債務・金融危機の
影響で停滞からの脱出が遅れている。こうしたなかで、先進国と新興国の利害対立が深まり、多国間交渉に
よる貿易・投資の自由化は大きな壁に直面している。
　このため、多国間交渉による貿易・投資の自由化ではなく、GATT 第24条（GATS 第５条）及び途上国
に対する授権条項に基づき、二国間又は複数国間の自由貿易協定や経済連携協定を締結して、地域の経済統
合を進める動きが急速に進展してきた。
　アジア・太平洋地域でも、205年冬には TPP（環太平洋パートナーシップ協定）の大筋合意が達成され、
同年末に、ASEAN 経済共同体が正式に発足するなど、地域における経済統合に向けた動きが加速している。
経済統合のパイオニアである EU（欧州連合）は、南欧の債務危機によって、通貨統合の維持可能性を問わ
れる深刻な事態のなかで、北アフリカ・中東などの紛争解決に難渋し、域外から難民が流入し、域内の人の
移動の自由を一部制限する事態に発展している。
　こうしたなかで、東アジアにおける経済統合では、貿易・直接投資の自由化が中心課題となり、大きな域
内の経済格差と巨大な不熟練労働力のプールが存在するなか、人の移動を円滑化する措置は、限定的にしか
取り扱われてこなかった。
　国際経済学の基礎理論でも、貿易は、直接投資や労働力移動などの要素移動を代替するものと考えられて
きた。しかし現実には、先進国と新興国の間では、モノやサービスの貿易自由化の進展と歩調を合わせ、国
際的な人の移動は急速かつ多様な増大をみせている。
　このため、国際経済学的な研究においては、国際的な人の移動が、貿易又は投資の拡大をもたらす
（migration-trade link 又は migration-investment link）という考え方が990年代後半以降、急速に注目を集
めるようになってきた。
　以上のような情勢を背景として、本論文は、基本的には、東アジアにおける国際的な人の移動が経済統合
に与える役割を、新たな理論的フレームを導入して多角的に分析するとともに、地域の経済統合が世代を超
えて持続可能なものとするための条件を考察し、労働市場政策や統合政策の在り方、そして企業の人材マネ
ジメントの改革についての分析・検討を行い、政策提言を行うことを目的としている。
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２　本論文の基本的な問題意識
　本論文の基本的な問題意識を整理すると、第１に、東アジアの経済統合の進行や域内工程間分業の深化と
いった国際経済の変化が、日本（及び各国）の地域労働市場に与える影響について明らかにすることである。
このため、国際経済学のアプローチと労働経済学のアプローチが連関した理論的フレームワークの構築を試
みる必要がある。
　第２に、東アジアの新興国経済の台頭に伴い、従来の途上国から先進国へという国際的な人の移動だけで
なく、先進国から途上国へという新たな移動が発生していることに着目し、その複雑なメカニズムを理論的
および実証的に解明する必要がある。
　第３に、国際的な人の移動には、労働目的の移動のみならず家族移民、帰還移民、留学生などを多く含む
ことをふまえ、雇用、教育、医療などの総合的な社会統合政策を講じることで地域社会の活性化などの課題
への政策対応を論じる必要がある。
３　本論文の構成
　したがって本論文は、次のように４部７章から構成されている。
　序　章
第Ⅰ部　東アジアにおける経済統合と国際的な人の移動
　第１章　経済統合と地域労働市場需給ミスマッチ：理論的アプローチを中心に
第Ⅱ部　新興国の台頭と東アジア域内における国際的な人の移動
　第２章　日本から新興国への高度人材移動に関する経済学的研究
　第３章　ASEAN 経済統合下における日系企業の人材現地化及び人材移動に関する経済学的考察
第Ⅲ部　国内労働市場における外国人労働者の役割と社会統合の課題
　第４章　地域労働市場の需給ミスマッチとアグロメレーションに関する経済学的考察
　第５章　地域労働市場の需給ミスマッチと外国人労働者の動向―日系人、新日系人及び技能実習生をめ
ぐって―
　第６章　外国人子弟の世代効果の考察と社会統合政策の改革
第Ⅳ部　制度・政策提言　
　第７章 　東アジアの経済統合における国際的な人の移動の役割
　参照文献　
　第１部では、経済統合が地域労働市場に与える影響に関し、基本的には新古典派的フレームに基づいて分
析を行っている。ただし、経済統合によって、域内で工程間分業が進み、国内に産業集積地と非産業集積地
が生じることを、理論モデルに明示的に組み込んだことが特徴的である。そこで、経済統合の進展で、アジ
ア域内で、要素価格均等化が生じることが、各国の労働市場に及ぼす経済効果を推論している。その際、労
働移動と資本移動の関係や、国内労働者と外国人労働者の補完性と代替性を考慮する必要がある。
　この理論的考察によれば、日本の非産業集積地の賃金は途上国の賃金に引き寄せられるために上昇せず、
労働需給ミスマッチが生じることになる。また産業集積地では、高度人材や資本が流入する結果、賃金は上
昇する。このようにして、日本の非産業集積地から産業集積地への国内労働移動が生じ、産業集積地と非産
業集積地のいずれにおいても国外から労働力が流入するメカニズムが明らかにされた。
　第Ⅱ部では、新興国経済の世界経済における台頭と ASEAN 地域の経済統合の進展を背景として、日本
とアジア新興国の間の人材の流出と流入（第２章）と、海外に進出している日系企業の人材現地化（第３章）
関して、従来の理論的フレームを拡張したうえ、実証分析による検証を行い、そこから、政策的な含意を引
き出している。
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　具体的には、第２章では、新興国経済の世界経済での影響力の拡大を背景に、日本においても、外国人人
材が純流入から純流出へと転換したこと、人材流出したものの、外国人留学生が学位取得後に資格変更して
就労する結果、補われてきたことが明らかになった。　
　そこで、先進国経済が停滞し新興国経済が成長を続ける状況下では、新興国での期待報酬が先進国の期待
報酬より高まるという理論仮説を提示した。そして、日本とアジア諸国のマクロデータを用いて計量分析を
行い、これらの仮説を立証することに成功している。
　第３章では、現地に進出した日系企業の操業期間の延長や日本人派遣者のコスト上昇が人材現地化を促進
し、現地への技術移転ニーズの増大が人材現地化を停滞させるとの仮説を提示した。そして、日本人派遣人
材の現地従業員に対する比率の決定要因について、マクロデータを用いて計量分析を行い、これら仮説を立
証することができた。
　次に、外国人の大卒人材が、就職先で長期雇用又は短期雇用のいずれを選好するかは、その就労年数別の
希望賃金プロファイルに影響するという仮説を提示した。そして、ASEAN 出身の大卒人材に対して独自に
行った調査のマイクロデータを活用し、ロジスティック回帰分析によって計量分析を実施し、これらの仮説
を立証することができた。
　以上に基づき、企業が ASEAN ワイドなキャリアパスを導入することで、日系企業の長年の懸案であっ
た人材の現地化を促進するという提案を行っている。
　第Ⅲ部では、国内労働市場の需給ミスマッチの多様な発生原因をテーマとし、労働需給不均衡モデル
（Layard and Nikkel Model）を基礎に、地域労働市場の需給ミスマッチとアグロメレーション（第４章）、
日系人労働者、新日系人、技能実習生の就労分野と移動性（第５章）、在留する外国人の子弟（二世・三世
など）の教育と人材開発及び社会統合政策の課題（第６章）について論じている。
　具体的には、第４章では、労働市場不均衡モデルから誘導された賃金関数を用い、賃金に対して、失業率
や欠員率のほか、資本の流入や外国人労働力の流入などが影響を与える仮説を提示し、地域データを用いて
検証することができた。
　第５章では、世界経済危機からの回復過程で、日系ブラジル人の減少が続くなか、新日系人（父母又は祖
父母を日本人に持つフィリピン人とその配偶者）労働者や技能実習生が増加する傾向する事実を明らかにし
た。そして、日系人労働者と新日系人労働者が、製造業と非製造業にすみ分けるなか、ローテーション方式
で受け入れられた技能実習生と、労働移動の自由な日系人労働者が補完的に寄与し得るとの仮説を立証した。
　第６章は、日本の在留外国人のうち半分以上が永住者である状況下で、第一世代と第二世代の外国人の経
済的及び社会的地位の変化（世代効果）は、永住の意思、家族構成、言語能力などにより影響を受けるとの
仮説を提示した。そして、外国人集住都市のマイクロデータを使用して計量分析によって仮説を立証し、言
語能力については、日本語モノリンガルのほうが、日本語と母語のバイリンガルよりも、高校進学率が高い
結果を得た。こうした結果を踏まえ、外国人の統合政策の改革について提案を行っている。
　第７章は、本研究の成果を踏まえ、東アジアの経済統合を実質化するため、地域共有財産としてアジア人
材を育成すること、域内の労働需給ミスマッチを緩和する必要があること及び出入国管理政策と社会統合政
策を車の両輪とする外国人政策を実施することを提言した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１　本論文の成した貢献
　本論文が成した貢献については、次の点を指摘したい。
　第１に、本論文は、経済統合と国際的な人の移動という、非常に大きなビジョンにもとづいて組み立てら
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れ、専門分野を超えなければ、ほとんど取り組まれることのないテーマについて、本格的で体系的な研究を
行ったという点で、例を見ない研究である。
　具体的には、東アジアにおける経済統合の進展という新しい時代において、域内の工程間分業を中心に進
展してきた当該地域の特徴を踏まえ、各国内の経済格差の拡大を背景として、国内労働移動と国際労働移動
を同時に説明する理論的フレームを提起した。その意味で、本論文は、国際経済学のアプローチと労働経済
学のアプローチが連関する理論的フレームワークを構築する先駆的な取り組みとして評価される。
　また、従来の国際労働力移動に関する研究は、途上国から先進国へという移動に関心が集中していた。こ
うしたなかで、本論文は、新興国の台頭により、先進国から途上国へという新たな移動が発生していること
にいち早く着目し、そのメカニズムの解明に取り組んだことも評価される。
　第２に、本論文は、国際労働力移動ではなく、国際的な人の移動全体を経済学の対象とし、国及び地域に
おける労働市場の需給ミスマッチを克服することが、移動する人々にとって重要な課題であることを明らか
にした政策的な意義は大きい。
　経済学においては、国際労働力移動の研究は伝統的に行われてきた。しかし、現代では、国際労働力移動
は、先進国をめぐる国際的な人の移動の概ね３割にすぎず、家族移民、帰還移民、難民、留学生など労働力
とみなされない移動が大きな割合を占める。
　もちろん、これらの人々も、異なる国に受け入れられた場合、そこで、自立して生活するためには、労働
市場において雇用の機会を得なければならない。
　したがって、本論文が指摘する通り、国際的な人の移動を労働市場における需給ミスマッチとの関係で分
析し、実態を明らかにしなければ、有効な政策を打ち出せない。
　その際、高度人材、ミドルスキル、低技能労働者など、広範な労働需給ミスマッチの問題を分析対象とす
ることを、将来にわたって、労働経済学が取り組むべき重要な課題であることを示している点が評価される。
　第３に、本論文が、国際的な人の移動という実証データの入手が非常に困難な分野でも、出所の異なるデー
タを組合せてプールして分析し、適宜、マイクロデータによる分析と結果と併せ考察することで、有効な分
析結果を得られることを示した意義は大きい。
　出入国管理政策は、国家主権に関わる分野であるために、外国人の出入国や在留に関するデータの入手可
能性は、ほかの分野に比べ制約が厳しい。しかも、国際移動に関しては、個人や企業に関し、公開されたマ
イクロデータは、ほとんど存在しない。
　そうしたなかで、本研究は入手可能なマクロデータを最大限に活用しているうえ、自らマイクロデータを
作成し、自治体のマイクロデータの作成に協力することによって、経済学研究の可能性を広げた功績が指摘
されるべきである。本研究を踏まえ、今後は、国際的な人の移動に関するデータの利用可能性拡大のため、
国際的協力が不可欠である。
２　本論文の改善を要する点
　第１に、国際経済学と労働経済学を連関させ、あるいは、不均衡労働市場モデルを応用したため、理論的
な説明について丁寧な議論が求められる。本論文で用いた理論図式や数式を広く理解されるために、例示を
入れるなど、より丁寧な説明を行うことにより、本論文に対する理解が高まることが期待される。
　第２に、先行文献の取り扱いについても、若干ながら改善の余地が見受けられた。先行文献の内容を記述
する際に、具体的な事実発見や提言にまで言及しておらず、そのテーマについて、どこまで明らかになって
いるのかがわかりにくい場合がある。
　第３に、データの制約が厳しいため、適切な説明変数が利用できなかったとみられる場合がみられた。説
明変数を内生変数と見做し得る場合も見受けられる。推計結果の信頼性を確保するため、精緻な考察を行う
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べきである。また、第２章と第６章のマイクロデータの解釈には、細心の注意を払う必要がある。　
　第４に、外国人二世、三世の受入国・社会への統合の問題は、経済学以外の分野で、実証研究が著しく進
んでいるテーマである。外国人二世、三世の経済的又は社会的な地位の変化を説明するには、特に、家族社
会学、発達心理学、言語学などに関する多面的な議論を踏まえる必要がある。
　アメリカの労働経済学者 G. Borjas の Ethnic Capital の理論は、伝統的な移民受入社会を前提とした議論で、
日本に在留する外国人二世・三世のコミュニティの現実を必ずしも説明するものとは思われないので、今後
の課題とすべきである。
　また、著者がバイリンガルの子どもたちに議論の焦点を合わせたのに対し、外国人の子どもたちの多い地
域では、セミリンガル（ダブルリミテッド又は日本語も母語も不十分な子どもたちの問題）にも、十分に関
心を払う必要がある。
３　結論
　このように本論文には改善が期待される点もあるが、データ自体の入手困難に帰着する部分が大きく、将
来において解決していかなければならない問題である。
　本論文は、経済学として未開拓で広大な分野に、ビジョンを持って挑戦し、新たな経済学的考察を展開し、
いくつもの実証的根拠を得ることに成功している。
　厳しいデータの制約のなかで作成された本論文が、国際的な人の移動における経済学及び関連する社会科
学に与える貢献なども考慮すれば、指摘した問題点は、本論文の価値を損ねることにならないと考える。
　以上のような審査結果に基づき、当審査委員会は、博士学位申請論文の提出者佐伯康考氏が、博士（経済
学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと判定する。
